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�EUは、雇用創出や技術革新を通して環境保全と社会経済を統合するための重要分野として資源
効率政策を位置付け、企業活動や製品の環境影響評価に物質資源効率（material resource 
efficiency）を反映させた統一基準の作成や、資源効率的な社会への転換を促すための税制改
革等の検討を進めている。ここでの資源効率は、使用される資源（物質）の全ライフサイクルによっ
て議論されており、資源効率は持続可能な消費と生産に関する政策の重要な柱ともなっている。

�日本のこれまでの循環型社会政策は、どちらかと言えば、資源の廃棄段階に着目した3Rに重点を
置いて取り組んできた。今後は環境・資源制約下で持続可能な経済・社会を実現するため、「廃棄
物の減量化・資源化」の枠を超え、資源ライフサイクル全体での各種資源効率的プロセスの強化促
進、製造業と循環産業の連携・高度化などを通じた新たな循環型社会ビジョンを明確化していくこ
とが求められる。

�日本産業界には、物質資源効率の観点からの製品デザインの見直しや企業評価に関する欧州等の
動きとの整合性に留意しつつ、これまでの資源効率向上に向けた国内企業の努力をさらに発展さ
せ、産業界全体で、国際競争力強化につながる製品開発・生産体制の強化や評価手法の整備など
に関する戦略を検討していくことが期待される。

�日本は新たな循環型社会への転換を進め、G7諸国・EUや関係の深いアジア諸国と連携・協力し
て、資源効率の向上を通して経済と資源消費・環境影響のデカップリングを促進し、環境・資源制約
による国際社会不安定化の回避に貢献しなければならない。
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はじめに1

資源効率は、国際的な環境アジェンダにおいて、気候変動・
生物多様性と並ぶ重要項目として定着しつつあり、国際的にも
国内的にも今後ますます重要なテーマとなることが予想される。

特に、欧州連合（EU）は、経済成長を達成しつつも資源利
用に伴う環境影響は増加させないという「切り離し（デカップリン
グ）」の実現を目指し、EU全体で具体的かつ統合的にこれを推
進するための政
策開発を加速化
させている。とり
わけ、資源効率
向上のための政
策の柱として循環経済を位置付け、廃棄段階のみならず、生産・
消費段階での物質資源効率（material resource efficiency）
の向上を重点分野とした取り組みを進めている（EC, 2011a, 
2011b, 2014）。具体的には、製品や企業活動の環境影響を
資源ライフサイクル全体の物質資源効率を含めて評価するため
の統一基準を作成する動きがある（EC, 2011b, 2014）。この
動きには、EUの統一基準をグローバル基準として世界に展開
する狙いも窺がわれる（EC, 2011b, 2014）。また、循環産業
の成長とリサイクル資源（二次資源）市場の創出による雇用拡
大と経済発展をも目指している（EC, 2011b, 2014）。また、資
源効率は「持続可能な消費と生産」に関する議論に重なる部
分が多く、両者は互いに密接不可分の関係にある。

日本は、第三次循環型社会推進基本計画（環境省, 
2013）において「天然資源の消費を抑制し、環境への負荷が
できる限り低減される『循環型社会』を形成する」ことを目指す
としている（環境省, 2013）。また、「循環型社会の形成に関
する政策課題は、循環を量の側面から捉えて廃棄物の減量化
に重きをおいてリサイクル等を推進していくというステージから、

（中略）廃棄物等を貴重な資源やエネルギー源として一層有
効活用して資源生産性を高め、枯渇が懸念される天然資源の
消費を抑制するという新たなステージに進んでいると言える」と
の認識を表明している（環境省, 2013）。

昨今、国際的な資源価格の乱高下、アジア新興国などの
資源需要増加等（図1）に伴う需給逼迫、鉱物資源の品位低
下、資源輸出規制等、資源制約リスクが強く認識され、それら
への対応の必要性が高まっている。天然資源の持続可能な
利用に関する諸課題を検討するために設置された国際資源パ
ネル（IRP） （BOX1参照）は、先進国が現状の資源消費レベ
ルを維持し、その他新興・途上国が現在の先進国と同様の資
源消費のレベルに達した場合、2000年から2050年までに
世界の資源消費は490億トン／年から1,410億トン／年と3
倍規模に増加するというシナリオ分析を発表し、資源分配に関
する利害対立についての懸念を示している（UNEP, 2011）。

図1　アジア太平洋地域・アジア太平洋以外の地域・世界全体での国内物質消費量推移（1970～2008年）
出典　UNEP／CSIRO（2013）

デカップリング（Decoupling）：
経済成長を進めつつ、その一方で資
源消費・環境影響の増大を回避する
こと。（UNEP 2011を基に著者）
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主要国際アジェンダとなった「資源効率」： ドイツG7エルマウサミット2

1 �  ドイツ連邦環境・自然保護・建設・原子炉安全省（BMUB）ウェブサイト German G7 presidency： Environmental areas of focus for G7 Presidency
2 �  G7エルマウサミット首脳宣言
3 �  G7エルマウサミット首脳宣言付属文書

日本の社会経済は、資源輸入・工業製品輸出型であり、資
源の効率的利用はその基盤に係わる大きな課題である。さら
に、2000年代以降の日本社会では少子高齢化が進み、欧州
と同様に経済成長率は鈍化し （図2）、経済は成熟期に入っ

たといわれている。このような社会経済的状況において、環境
保全と社会経済の発展を同時に達成するという統合的な視
点から資源生産性・資源効率の向上をより強力に推進していく
ことが求められている。

本稿では、資源生産性・資源効率に関する最近のG7サミッ
トにおける議論やEUの資源効率関連の政策を、社会経済的
な意味及び今後の日本の社会経済に与える影響に着目しつ

つ概観する。最後に、これらの国際社会の動向を踏まえ、日本
が今後進むべき方向性について考察する。

出典　WDIを基に著者作成
図2　日本及びEUにおけるGDP及び一人当たりGDP成長率推移

ドイツは、欧州諸国の中でも資源効率政策に積極的な国
のひとつであり、2012年には、資源効率国家戦略として「ドイ
ツ資源効率プログラム（ProgRess）」を発表している（BMUB, 
2012）。このような積極姿勢を背景に、2015年6月にドイツ
で開催されたG7エルマウサミットでは、地球温暖化や持続可
能な開発のためのポスト2015年アジェンダ等と並んで、ドイ
ツ連邦政府の環境・自然保護・建設・原子炉安全省と経済・エ
ネルギー省との共同イニシアティブによって資源効率が議題と
なった。これに関して、G7エルマウサミット結果概要1では、「天
然資源、特に原材料（raw materials）は、生産・バリューチェー
ンにとっての根本であり、将来の競争力を持つビジネス・雇用
確保にとって資源効率が不可欠である」、「慎重かつ効率的で
持続可能な天然資源の使用が環境影響を抑制し、経済の競
争力を強化し、新しい雇用を生み出して長期的な雇用を確保
する」と記されている。これは、環境面の便益と経済面の便益
を一体のものとして資源効率を重視する姿勢をG7として明ら
かにしたものである。

このG7の資源効率に関する合意 2,3には、資源効率概念
に基づく取り組みを産業の活性化のために活用していきたい
というドイツやEUの意思が表れている。それを実現するため、
「 産業共生（industrial symbiosis）」、「 循環経済 」、「エコ
デザイン」、「共有経済（Sharing economy）」、「リマニュファ
クチャリング」、「資源効率に関するライフサイクルに基づいた
意思決定ツール・
方法論」等のアプ
ローチが示されて
いる。また、UNEP

（国連環境計画）
やOECD（経済協
力開発機構）等の
国際機関とも協力し、国際的な政策協調によって体制・条件
を整備するとともに、途上国に対しても資源効率の向上を支
援していく方針が示されている。

リマニュファクチャリング：
再使用可能な部品などを使用済
み製品から取り出し、新規製品と
同様またはそれ以上の質の製品を
再製造すること。（EMF, 2014を
基に著者）
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EUにおける資源効率戦略の検討は、EUの第6期環境行
動計画（2002～2012）の準備が開始された2000年ごろか
ら始まっている4。天然資源の持続可能な使用が、同環境行
動計画における7つのテーマ別戦略のひとつに選ばれたこと
を背景に、2003年にまず方向性が示された5。次いで、2005
年にはEU第6期環境行動計画の課題別戦略の第3テーマと
して「天然資源の持続可能な使用に関する戦略（Thematic 
Strategy on the Sustainable Use of Natural Resources）

（EC, 2005）」が発表され、具体的な取り組みが示された。

【「資源効率的な欧州」を通じた環境と経済の政策統合】
2005年発表の「天然資源の持続可能な使用に関する

戦略」の後継となるのが、2011年発表の「資源効率的な欧
州（A Resource Efficient Europe – Flagship initiative 
of the Europe 2020 Strategy）（EC, 2011a）」及びこれ

そこには、資源利用に伴う環境影響を削減し、経済成長と資
源使用の切り離し（デカップリング）を実現するために、ライフ
サイクル思考の適用、天然資源に関するデータセンターの設
置、指標の開発、加盟国による関連政策の実施、ハイレベル
フォーラムの設立、経済セクターイニシアティブによる資源使
用に伴う環境影響の検討、天然資源の持続可能な使用に関
する国際パネル（現：国際資源パネル（IRP））の設立（BOX1
参照）等を推進することが盛り込まれている。

を具体的に進めるためのステップをまとめた「資源効率的な
欧州へのロードマップ（Roadmap to a Resource–Efficient 
Europe）」（EC, 2011b）である。「資源効率的な欧州」の目
的は、資源効率的でかつ低炭素な経済に向けた移行を支援
するための政策枠組みを創り出すことである。また、それを通

EU資源効率戦略の展開：資源効率を通じた環境政策と経済戦略の統合3

BOX1　資源効率・資源生産性に係わる国際機関の動向（UNEP国際資源パネル、OECD）
　IPCC（気候変動に関する政府間パネル）やIPBES（生物多様性及び生態系サービスに関する政府間科学政策プラット
フォーム）など国際的な環境アジェンダには、各関連分野の科学的評価を実施する専門家パネルが存在するが、資源効率
分野でも国際資源パネル（IRP）という専門家パネルが存在している（下記表参照）。IRPは、「天然資源の持続可能な利用
について、特に天然資源がライフサイクル全体を通じて環境に及ぼす影響について、中立で信頼でき、政策との関連性に富
んだ科学的評価を提供する」、「経済成長と環境悪化とを切り離す（デカップリングする）方法について理解を深める」ことを目
的とした約40名の専門家で構成されるパネルである。UNEP技術・産業・経済局が事務局を務めている。IRPは、世界の金
属フロー（リサイクル）、環境影響、デカップリング、水効率、土地・土壌、REDD+などに関する評価報告書を作成、現在は、
食糧システム、統合シナリオ分析、物質フロー、海洋資源、リマニュファクチャリングなどをテーマとする取り組みを進めている。
また、持続可能な開発のための2030アジェンダ（いわゆるSDGs）プロセスに対する提言、G7エルマウサミットで求められた
資源効率の可能性と解決策に関する統合報告書の作成も進めている。

表　国際環境アジェンダ専門家パネル比較概要

対象分野 気候変動 生物多様性 持続可能な資源管理
（資源効率／3R）

専門家パネル位置づけ IPCC
政府間パネル

IPBES
政府間プラットフォーム

IRP
政府からは独立した存在

関連国際条約 UNFCCC
（国連気候変動枠組条約）

CBD
（生物の多様性に関する条約） 特になし

　なお、OECDも資源効率・資源生産性に関する政策・物質フロー指標の方法論の開発に取り組む重要な国際機関であ
る。特に、資源効率を評価する資源生産性指標をはじめとした物質フロー指標の開発をEurostatと共同で進め、その発展に
重要な役割を果たした。また、2008年のG8「神戸3R行動計画」のフォローアップの実施など各国政府の政策支援、特に
物質資源生産性に着目した政策レポート等を発表している。

4 �  European Commission: Questions and Answers on the Thematic Strategy on the Sustainable Use of Natural Resources
5 �  Towards a Thematic Strategy on the Sustainable Use of Natural Resources （EC, 2003）
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じて、資源使用を減少させながら経済パフォーマンスを引き上
げ、EUの競争力を強化し、さらなるイノベーションと経済成長
のための新たな機会を創出するとともに、貴重な資源の供給
安全保障を確保し、資源使用による環境影響を制限するこ
とによって気候変動問題に対応することも目指している（EC, 
2011a）。

「資源効率的な欧州」は、その前の「天然資源の持続可
能な使用に関する戦略」に比べると、資源利用がもたらす気
候変動・環境影響の観点が加えられるとともに、資源供給
の安定化や資源効率の向上を通じたEU経済の競争力強
化を強調する内容になっている。というのも、「資源効率的
な欧州」は、2010年以降の成長戦略を示した「欧州2020

（Europe2020）6（EC, 2011 c）」が掲げる7つの旗艦イニ
シアティブの一つに位置付けられ、環境面の不安払拭のみな
らず、経済競争力・雇用確保等、欧州が直面する各種課題を
解決するための重要分野としての役割を担っているからであ
る。

さらに、EUの第7期環境行動計画（2013～2020）におい
ても、EUを資源効率的でグリーンかつ競争力の高い低炭素
経済へ移行することが主要目的のひとつとされており、資源効
率の向上という理念の下で、環境を起点とする新たな取り組み
が経済政策として実施され、環境政策と経済政策の統合が大
きく前進しつつある。

【欧州における循環経済構築に向けた戦略】
EUは、「資源効率的な欧州」を実現するためには循環経

済へのさらなる移行が不可欠とし、2014年には「循環経済
に向けて：欧州ゼロ廃棄物プログラム（Towards a circular 
economy: a zero waste programme for Europe）」と題す
る循環経済戦略を発表した（EC, 2014）。

この循環経済戦略は、資源は安価かつ大量に利用可能で
使用後は廃棄可能との想定に基づく「採掘・製造・消費・廃棄

（take-make-consume and dispose）」 という過去の直線

的な経済モデルから、再使用・修理・修復・リサイクル等によっ
て、資源利用のループを閉じていく循環型経済モデルへの移
行を目指すものである。この中で、循環経済への移行は、製
品デザインの変革、新しいビジネスや市場の創出、廃棄物の
資源化の促進、消費者行動の新しい在り方などにわたる資源
ライフサイクル全体の変革を求めるものであり、こうした循環経
済への移行を通じて欧州経済にはより輝かしい未来がもたらさ
れるとしている。これは、昨今の世界的な資源圧力の増大と
供給安全保障の低下に鑑み、循環経済への移行によって資
源回収（pumping back）を強化し、不安定な資源供給に依存
した経済構造からの脱却を目指すものである（EC, 2014）。ま
た、資源生産性を向上させる努力をさらに深化させることによっ
て、炭素排出削減、エネルギー効率向上、EU経済の持続可
能な再工業化（reindustrialisation）、原材料供給確保を実現
しながらの環境影響低減を目指している（EC, 2014）。さらに、
この戦略では、現状の資源生産性向上のペース （2000～
2011年で20％増加）を維持することで、2030年までに資源
生産性をさらに30％向上させうるとしている。これによって、現
状維持（business-as-usual）シナリオにおいてもGDPを1％近
く引き上げ、かつ200万人以上の雇用を創出することが見込
まれている（EC, 2014）。

なお、循環経済戦略の中で示された廃棄物指令等の改正
案部分については、実施の確実性に関する再検討が必要で
あるとして否決されたため、見直しされた新たな循環経済戦略
が近々発表されることとなっている7。ただし、2015年7月9
日の同循環経済戦略に関する欧州議会決議等8,9によれば、
新循環経済戦略も上記2014年発表のものと方向性は大き
く変わらないと予想される。具体的には、資源効率に関する目
標指標設定、製品政策における循環経済推進の観点の強
化、廃棄物指令等の改正新案10、建築物に対する循環経済・
資源効率観点の反映、二次資源の市場活性化等で構成され
た内容となるようである。ここには、廃棄物・リサイクル段階の
みならず、生産段階も含めた物質資源効率の強化を図ろうと
する欧州の意図がさらに明確に示されている。

6   ‌�“Europe2020”は、金融・経済危機がこれまでのEUの経済・社会的な進歩に打撃を与え、EUが元来持っていた構造的弱点を露呈した一方で、世界の急速な
変化、特に、グローバリゼーションや資源圧力、高齢化といった長期的課題が高まっているというEUの危機感に基づいて作成されている。

7 �  2015年9月時点： EC Web site “Moving towards a circular economy”参照
8 �  European Parliament resolution of 9 July 2015 on resource efficiency: moving towards a circular economy （2014/2208 （INI））
9 �  European Commission Circular economy roadmap
10  ‌�廃棄物関連規制の新提案に関しては、残渣廃棄物に対する分別徹底と廃棄物処理有料制原則（pay-as-you-throw-principle）の適用、一般廃棄物のリサイ

クル率70％目標、容器包装廃棄物のリサイクル率80％目標、非リサイクル性・生物日分解性廃棄物の焼却に対する厳格な制限、埋立の段階的廃止などが
検討されている。他、埋立地採掘（landfill mining）、廃棄物輸出の透明性強化、海洋ごみ半減などがあげられている。
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「資源効率的な欧州」では、資源ライフサイクル全体（採掘・
材料加工・製品生産・消費－廃棄・資源循環）を通して、エネル
ギー効率改善に加えて、物質資源効率（material resource 
efficiency）にもより一層強力に取り組む姿勢が明確に示され
ている。企業の資源効率を向上させるための各種関連政策の
改正にもつながる取り組みである。

具体的な取り組みのなかでも、企業の持続可能な消費と生
産へのアプローチとして提示された製品・組織の環境フットプリ
ント評価の方法論開発は日本としても注目すべきであろう。こ
れは、「持続可能な消費と生産及び持続可能な産業政策行
動計画（Sustainable Consumption and Production and 
Sustainable Industrial Policy（SCP/SIP）Action Plan）

（EC, 2008）」においてカーボンフットプリントについての検
討勧告が採択されたことに端を発しているが、「資源効率的な
欧州」の発表を受けて、評価項目をCO2以外の環境影響にも
拡張しようとする動きになっている。この方法論では、資源採
掘からリマニュファクチャリングやリユースなども含む廃棄・3R
段階までの全資源ライフサイクルを対象に、温暖化に加え、物
質資源効率（再使用性、再回復性、リサイクル可能性、リサイ
クル材の利用、耐久性）、オゾン層破壊、毒性、酸性化などの
環境影響も評価するとしている（EC, 2013）。

循環経済戦略においても同様に、製品デザイン・製品政策
における物質資源効率性（製品寿命・耐久性・再使用性・リ
サイクル可能性）の観点がさらに強調されている。物質資源

効率の観点を反映したエコデザイン指令の要求事項改定、
それによるEU市場への参入許可制（mandatory product 
passport）の導入、要求事項に対する自主評価や第三者認
証の実施などが進められる見込みである。この他、計画的陳
腐化11への対抗措置、循環経済に向けた製品基準の制定、
製品中の再生可能資源・リサイクル材の使用割合、部品の標
準・モジュール化、分解計画、長寿命化製品デザインの促進
等が検討されている。

以上の動きは、企業の責任が資源ライフサイクルの全体
に及ぶようにし12、製品・企業活動の環境影響評価に関する
EU統一基準13の作成などによって、物質資源効率（material 
resource efficiency）を各種インセンティブ政策に反映させよ
うとするものと言える。企業の取引や製品調達に影響するこう
した基準が欧州で採用されれば、将来的には欧州と取引する
世界中の企業に影響が及び、世界経済全体がより資源効率
的な方向へと移行していくことが見込まれると言ってよいであろ
う。

なお、企業向けのその他のアプローチとしては、公共調達で
の循環経済推進の観点の反映、資源効率関連事業への投
資強化、リサイクル製品・再使用製品・資源効率的製品への
付加価値税等の軽減措置、企業の統合報告書における資源
効率指標の採用、一次資源の持続可能で責任ある採掘の推
進、リース・製品－サービスに関する新たなビジネスモデルの検
討なども進められつつある。

製品・企業環境影響評価における
「物質資源効率（material resource efficiency）」観点の強化

4

BOX2　IEC（国際電気標準会議）におけるリサイクル可能性・資源効率に関する規格の検討
IEC（国際電気標準会議）においては、電気・電子機器、システムの環境規格のTC（製品委員会）111で、環境配慮設

計（Environmentally Conscious Design）に関連して「リサイクル性配慮－情報開示／リサイクル可能率（End-of-life 
information provided by manufacturers and recyclers and recyclability rate calculation）」や「（物質）資源効率

（Guidance on consideration and evaluation on material efficiency of electrical and electronic products in 
environmentally conscious design）」に関する検討が進んでいる。

11 �  新製品を投入し、既存の製品を時代後れにすることで市場の拡大を図る製品戦略（三省堂大辞林）
12   ‌�資源ライフサイクル全体に係わる企業の環境影響・持続可能性評価に関しては、すでに様 な々動きがある。たとえば、企業のサプライチェーン全体の温室効果

ガス（GHG）排出量を算定・報告するための国際基準としてScope3があり、これと整合性をもった国際規格（ISO）も現在検討中である。また、製品やサプライ
ヤーの持続可能性情報（資源生産性の観点も含む）の収集・分析・スコアリングを可能にしようとするThe Sustainability Consortiumといった民間レベルの動
きも存在する。これは、Walmartが中心となって立ち上げたもので、コカコーラなど80以上の多国籍企業やアメリカ、イギリス政府なども参加している。

13 �  Single Market Act II（EC, 2012）にも、本件を進めていくことが明記されている。
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【税制改革：資源消費に重点を置いた課税対象シフトも検討】
さらに、労働所得等に対する課税から資源消費に対する

課税へと課税の重点を移行させる税制改革も検討されている
（EC, 2011a）。ここからは著者の考えとなるが、循環産業
や二次資源市場の開発を促進するためには、資源価格が鍵と
なってくる。つまり、新たに採掘された資源（一次資源）と同様
にリサイクルされた資源（二次資源）が積極的に生産に活用さ

れるためには、リサイクルの質とともに、二次資源価格が一次
資源価格に対して競争力を持つ必要がある。EUは、資源対
象税制によって一次資源価格を相対的に上げることで、コスト
が高くなりがちな物質資源効率向上のための取り組みを促進
し、新たなビジネスと雇用の創出・開発を図るとともに、資源供
給不安・資源争奪の問題に備え、欧州社会の安定化につな
げようとしているのではないだろうか。

日本における新たな循環型社会の発展と資源効率向上に向けて5

全世界が資源効率の向上に向けて歩調を合わせて行動す
ることは、資源制約下における持続可能な発展の観点から必
要不可欠であり、不可避でもある。特に、資源ライフサイクル
全体にわたる資源効率の観点からの企業・製品評価、循環産
業・二次資源市場の拡大、さらには、天然資源使用に着目した
税制改革等のEUの動きは、グローバル経済を通して日本をは
じめとしたアジア諸国、全世界に影響を与えるに違いない。こ
のような状況を踏まえ、これまでの各種3R政策・循環産業の
発展や日本産業界による資源効率向上のための努力を踏ま
えて、官と民の協力、製造と循環の連携など、循環型社会に
係わる社会経済システムのあり方を再検討する時機が来てい
ると考える。

日本は、3R・循環型社会の構築を通じた資源生産性・資源
効率の向上について熱心に取り組み、物質フロー指標などに
よる評価も進めてきた。また、これらの課題については、G7／
8会合等において国際的イニシアティブをとってきた。具体的
には、2003年のG8エビアンサミットを皮切りに、G7／8を主
舞台として国際社会での3R・資源生産性（資源効率）の向上
を主導し、2008年G8北海道洞爺湖サミットでは「神戸3R
行動計画」が採択された。アジア途上国に対しても、アジア・
太平洋3R推進フォーラムを通じて3Rの概念の普及を図って
きた。

日本は、このように3R・循環型社会の構築を通じた資源生
産性・資源効率の向上についての各種政策を開発し、物質フ
ロー指標などによる評価を継続実施してきたことから、資源生
産性の向上において先駆的な国に位置づけられている。また、
他国で処理が難しい物質のリサイクル技術などを持つ循環産
業も発展しており、小型家電リサイクル法など、希少資源の確
保（都市鉱山の活用）のための政策なども世界に先駆けて実
践している。一方、日本の循環政策は機能的に優れたもので
あるものの、概念設定の不明確さによって政策の必要性や機
能が説明しにくい面があるとされ、日本型の新しい循環経済構

築に向け、EUの資源効率政策・循環経済政策で実施された
ような政策概念の設定の明確化を進め、それに基づいて制度
的インフラストラクチャーの充実をはかるべきとの指摘がされて
いる（細田2015）。

さしあたっては、既存の取り組みを生かしながら、日本の循環
型社会を、環境・資源制約と持続可能な経済の統合の視点か
らどのように発展させていくかというビジョン・政策概念の明確
化が求められる。ビジョン構築にあたっては、循環基本計画に
示されている「廃棄物の減量化・資源化」の枠を超えて、全資
源ライフサイクルの各段階における様々な資源効率的プロセ
スの強化促進に加え、製造業と循環産業の連携・高度化を進
めること等も必要となる。

他方、ライフサイクルの上流側に目を向けると、国内企業（特
に製造業）には、循環資源活用や資源効率向上に関する技
術が豊富に開発・蓄積されている。日本の製造業はGDPの
20％を占める基幹産業であり、その取り組みが国際的にも評
価・拡大されるような状況が日本にとっても望ましいのではない
か。産業界全体で、EU等の取り組みとの整合性にも留意し
つつ、国際競争力強化につながるような・生産体制の強化や
評価手法の整備などに関する戦略を検討していくことが期待さ
れる。そのためには、物質資源効率の観点を製造プロセス・製
品デザインの評価のみならず、企業・組織の評価にも取り込ん
でいこうとするEU等の動きを十分に注視し、すでに日本で実施
されている資源効率向上に関する現在の広範な取り組み内
容をあらためて整理・評価することがまず重要であろう。

さらには、少子高齢化や海外への生産拠点の移転等の各
種課題に伴う国内の産業構造変化にも着目しつつ、資源効
率的社会の形成が経済の発展や雇用に及ぼす効果などの経
済・社会的側面に関する検討も進めていくことが求められよう。

なお、本稿では触れることが出来なかったが、消費に関して
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も、今後どのような製品を選択し、どのような消費形態を追求し
ていくべきか、今後日本が目指すべき持続可能な消費の在り
方を明確化する必要がある。持続可能な消費が促されるような
インセンティブづくり・制度づくりや新たな消費形態が日本社会

（経済）にもたらす影響については残念ながらまだ十分な政策
的対応がなされておらず、今後の重要な政策課題である。

国際社会への貢献という点においても、2015年9月に採
択された持続可能な開発のための2030アジェンダ（いわゆる

SDGs）では、資源効率の向上を通じての経済と資源消費・環
境影響のデカップリングは、経済、インフラ、産業化、持続可
能な消費と生産、都市などの分野での重要課題となっている。
今後、日本は新たな循環型社会への転換を進め、G7諸国・
EUや関係の深いアジア諸国と協働して、資源効率の向上を
通して環境と経済の両者の視点を一体的に捉えての持続可
能性を追求することによって、資源制約や非持続可能な資源
消費による国際社会の不安定化の回避に貢献していかねば
ならない。
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